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【研究論文】

歴史研究の進展と高校日本史教科書の記述
　  鉄砲伝来、「惣無事令」、江戸時代の天皇・朝廷を事例に  　

 若　松　正　志

要　　　旨

　この論稿は、歴史研究の進展による、高校日本史教科書の記述の在り方とその変化について

調査・考察したものである。具体的には、16世紀半ばの日本への鉄砲伝来、豊臣秀吉が戦国武

将などの戦いを禁じた「惣無事令」、そして江戸時代の天皇・朝廷を取り上げた。

　最初に、第二次世界大戦後から現在までの高校「日本史」の教科としての変遷と教科書につ

いてまとめた。そのうえで、上記３つの内容に即して、歴史研究の展開と高校日本史教科書の

記述とその変化について説明し、考察した。そして、高校日本史教科書の記述は、歴史研究の

進展、学習指導要領の改訂、教科書検定、そして教科書執筆者の理解によって違いや変化が現

れると考えた。

はじめに

教科書の内容が、昔と今で大きく違うことは、しばしば指摘されている1）。その理由として、

浮世博史氏は、①完全に歴史的事実の誤りが判明したための削除・変更（例：旧石器捏造事件）、

②「表記の原則」の変更（例：「元寇」を「蒙古襲来」に変更）、③「あいまいさ」の排除（例：

源頼朝像などの肖像画のさしかえ）、④人物中心史観からの脱却（個人よりも社会を重視）を

あげている2）。

ここで取り上げる、鉄砲伝来、豊臣秀吉の「惣無事令」、江戸時代の天皇・朝廷は、上記①

の旧石器捏造事件ほど極端ではないにせよ、研究の進展によって、歴史的な事実の理解や評価

に変更が生じ、教科書の記述にも変化が見られるものである。その具体的な在り方を紹介し、

その背景を考察することが、この論稿の目的である。

１　戦後の高校「日本史」と教科書

最初に、高校日本史教科書の記述について検討する前提として、表１を中心に、戦後の教科

としての高校「日本史」及び日本史の教科書について説明する。表１の主な典拠資料は、戦後
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の学習指導要領3）、教科書図書館の「教科書目録情報データベース」及び同館所蔵の教科書と

資料4）、加藤西郷・吉岡真佐樹編著『社会・地歴・公民科教育論』の第１章２「高校地歴科の

理念と内容の変遷」（地理の部分は本條治夫氏、歴史の部分は岸本実氏が執筆）、同年表・資料

（加藤西郷氏作成）である。

戦後の日本の教育は、戦前・戦中の国家主義的教育の反省にたって行われた。修身・日本歴

史・地理の停止、教科書・指導書没収が行われ、昭和22年（1947）には、新しい学習指導要領

の試案が作成された。その試案では、高校１年で「総合社会科（のち一般社会科）」を175時間・

５単位の必修科目とし、高校２年・３年で「東洋史」・「西洋史」・「人文地理」・「時事問題」の

４つを各175時間・５単位の選択科目としていた5）が、その後、昭和26年（1951）の改訂（第

１次改訂）により、高校１年の「一般社会科」５単位必修はそのままで、高校２年・３年の科

目については、「東洋史」と「西洋史」を統合し「世界史」とし、「国史」（のち「日本史」）を

新設し、「人文地理」と「時事問題」とともに４つを必修とした（各175時間・５単位）6）。こ

の時の「日本史」の時代概念（構成）は、「原始社会」・「古代社会」・「封建社会」・「近代社会」

となっており、「社会」がキーワードであること、現在一般的な「中世」・「近世」という時代

区分はなく「封建社会」と一括されている点が注目される。

教科書については、昭和24年（1949）から小学校・中学校・高校で文部省検定済みの教科書

が使用されるようになった7）。戦後の最も古い高校「日本史」の教科書として確認できるものは、

昭和25年（1950）度から使われた教育図書の「日本の歴史」（教科書記号・番号：高社1012）、

次が昭和27年度から使われた７冊（教科書記号・番号：高社1115（平安文庫）・高社1116（山

川出版社）・高社1117（柳原書店）・高社1119（実業之日本社）・高社1122（清水書院）、高社
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1126（好学社）高社1127（同））（番号がとんでいるのは、「世界史」・「人文地理」・「時事問題」

などの教科書があるため）のようである8）。

そして、学習指導要領の第２次改訂（高校については昭和31年（1956）発行。学年進行で実

施）によって、高校社会科は、従来の「一般社会科」が「時事問題」を統合した「社会」とな

り（105時間で３単位ないし175時間で５単位。どちらかの必修）、さらに「日本史」・「世界史」・

「人文地理」からの２科目を選択必修（同じくそれぞれ105時間で３単位ないし175時間で５単位）

となった。配当年次は４科目とも１～３年次であった9）。この時の「日本史」の構成は前より

細かくなり（４から12へ）、中世後期を「荘園の崩壊と大名領国制の成立」、近世前期を「封建

制度の完成と鎖国」、近世後期を「封建制度の崩壊」と、研究動向を反映し「社会体制」に注

目したものになっている。

続く学習指導要領第３次改訂（高校については昭和35年（1960）告示・昭和37年（1962）度

より学年進行で実施）では、「社会」がア「倫理・社会」（２単位）とイ「政治・経済」（２単位）

に分かれ、ウ「日本史」（３単位）、エ「世界史」が「世界史Ａ」（３単位）と「世界史Ｂ」（４

単位）に、オ「人文地理」が「地理Ａ」（３単位）と「地理Ｂ」（４単位）に分かれ、ア～ウの

３科目は必修、エ・オについてはともにそれぞれＡ・Ｂどちらかの選択必修となった10）。「日本史」

の構成は、中世後期が「武家社会の展開と文化の普及」、近世前期が「封建社会の確立と文化

の興隆」、近世後期が「封建制の動揺と文化の成熟」というように、「社会」とともに「文化」

にも注目するようになった。なお、この頃の教科書記号は、ア「倫社」、イ「政経」、ウ「日史」、

エ「世史」、オ「地理」（この他に地図がある）となっている11）。

次の学習指導要領の第４次改訂（高校については昭和45年（1970）告示。昭和48年（1973）

度より学年進行で実施）では、科目については、「世界史」のＡ・Ｂがなくなり、「地理Ｂ」が

３単位になったくらいで大きな変化はないが、「日本史」の構成では「文化」がより強調され

るようになったこと、「古代」・「中世」「近世」・「近代」・「現代」などの表記が使われるようになっ

たことが注目される12）。続く第５次改訂（高校については昭和53年（1978）告示。昭和57年（1982）

度より学年進行で実施）では、高校１年の必修科目として「現代社会」（４単位）が新設され、

他は「日本史」・「世界史」・「地理」が３単位科目に、「倫理」と「政治・経済」が２単位科目となっ

た13）。なお、「日本史」の構成については、さらに「文化」を中心に構成されている。

そして第６次改訂（高校については平成元年（1989）告示。平成６年（1994）度より学年進

行で実施）では、高校の社会科が地理歴史科と公民科の２つに大別され（教員免許状も同様に

なる）、地理歴史科では「世界史」が必修（近現代史中心の「世界史Ａ」（２単位）または古代

から近現代を扱う「世界史Ｂ」（４単位）のいずれかを履修）、近現代史中心の「日本史Ａ」（２

単位）、古代から近現代を扱う「日本史Ｂ」（４単位）、系統地理の「地理Ａ」（２単位）、地誌

中心の「地理Ｂ」（４単位）から１科目（以上）を選択必修に、公民科では、「現代社会」（４

単位）、「倫理」（２単位）、「政治・経済」（２単位）のうち４単位の必修となった14）。「日本史Ｂ」
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では、「文化」も重視しつつ、「古代国家」・「中世社会」・「幕藩体制」・「近代日本」など、時代

を大きくとらえ全体を特徴づける表記がなされている。そして教科書記号については、平成５

年（1993）度検定から、「日Ａ」（日本史Ａ）・「日Ｂ」（日本史Ｂ）、「世Ａ」（世界史Ａ）、「世Ｂ」（世

界史Ｂ）、「理Ａ」（地理Ａ）、「理Ｂ」（地理Ｂ）、「現社」（現代社会）、「倫理」（倫理）、「政経」（政治・

経済）となった15）。第７次改訂（高校については平成11年（1999）告示。平成15（2003）年度

より学年進行で実施）は「ゆとり」教育・「生きる力」の育成が提唱され、高校社会科では「現

代社会」が２単位科目となった以外に大きな変化はなく、「日本史Ｂ」では、国際化の進展と

いう状況を踏まえ「国際関係」を意識した構成となっている16）。第８次改訂（高校については

平成21年（2009）告示。平成25年（2013）度より学年進行で実施。一部先行実施）も高校社会

科に大きな変更はなく、「日本史Ｂ」で「国際関係」を意識した構成となっている点も同じで

ある17）。

そして最新の改訂が、第９次改訂（高校については平成30年（2018）告示。令和４年（2022）

度より学年進行で実施）である18）。この改訂で、高校社会科の科目構成が大きく変わった。地

理歴史科では、近現代の日本史・世界史を統合した「歴史総合」（２単位必修）、そのうえに「日

本史探究」・「世界史探究」（ともに３単位選択）、「地理総合」（２単位必修）、そのうえに「地

理探究」（３単位選択）、公民科では、「公共」（２単位必修）、そのうえに「倫理」・「政治・経済」

（ともに２単位選択）が設置された。これに合わせて、「歴史総合」（教科書記号は「歴総」）、「日

本史探究」（同「日探」）、「世界史探究」（同「世探」）、「地理総合」（同「地総」）、「地理探究」（同

「地探」）、「公共」（同「公共」）、「倫理」（同「倫理」）、「政治・経済」（同「政経」）の教科書が

新たに作られ、令和４年（2022）度・５年（2023）度から使用されている。

以上、戦後の教科としての高校「日本史」の変遷について、学習指導要領に示されている構

成（目次）にも注目して見てきたが、あらためて教科書について述べておく。

戦後の高校日本史教科書も、他の教科と同じように、学習指導要領を踏まえ、教科書会社が

大学の教員や学校現場の教員に執筆を依頼し、教科書が作成（編集）され、文部（科学）省の

教科書検定にかけられ、それに合格したものが教科書採択の対象になる。現在の「歴史総合」・

「日本史探究」、以前の「日本史Ｂ」で山川出版社のシェアが大きいことは割と知られていると

思うが、戦後の高校日本史教科書の点数（種類）を調べてみると、変動がある。各年度のそれ

を知るためには、前述の教科書図書館の「教科書目録情報データベース」を使えば詳細がわか

るが、ここでは全国歴史教育研究協議会編『日本史用語集』（山川出版社）をもとに、数字を

あげることにする。同書は、日本史の人物名や歴史用語が、その時点で使用されている教科書

のいくつに出てくるかが記されており、受験勉強でもよく使われるものだが、ここから高校日

本史教科書の発行点数（種類）を紹介する（表２）。

表２からは、「日本史Ａ」と「日本史Ｂ」に分かれる前は13～20点、分かれてからはＢが19

から８へと減少、Ａは４から７へと増加しており、合計では分かれた後、少し増加し、近年は
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減少していることがわかる。なお、最新の教科書は、「歴史総合」が８点、「日本史探究」が７

点である。

２　鉄砲伝来

（1）鉄砲伝来に関する研究の展開19）

16世紀半ばの鉄砲伝来については、同時期のキリスト教伝来とともに、日本とヨーロッパの

直接的な出会いとして（しかしそれは、直接的には「鎖国」につながる）、また戦国時代から

天下統一につながる武器の登場として（こちらは徳川の「平和」につながる）、早くから注目

されてきた。

鉄砲伝来の日本側の基本資料は、南浦文之 (玄昌)「鉄炮記」である。ここには、天文12年（1543

年）にポルトガル人の乗った船が種子島に漂着し、その船に五峰という倭寇のボス王直が乗っ

ていたことなどが記されていた。これに対して、ヨーロッパの資料のなかには、アントーニオ

＝ガルパンの『諸国新旧発見記』など、ポルトガル人の日本初来を1542年としているものがあ

る。「鉄炮記」の成立は、慶長11年（1606）と、鉄砲伝来から約60年後のことであり、その信

頼性に若干の疑義もあったが、おおむね内容的に信頼できるとされてきた。

この鉄砲伝来については、戦前から研究があったが、第二次世界大戦後は武器や軍事に関す

る研究は避けられた感があり（一部マニアックな研究があるが）、研究成果がまとまって出て

くるのは1990年頃からである。具体的には、宇田川武久『鉄砲伝来－兵器が語る近世の誕生－』、

洞富雄『鉄砲―伝来とその影響―』、葉山禎作「鉄砲の伝来とその波紋」などになる20）。宇田

川氏は、文献史料のみならず、鉄砲そのものの調査・比較に基づき、火縄を挟む火挟の形状が

ヨーロッパの銃とは異なり、むしろ東南アジアの銃に近いことから、ポルトガル人がヨーロッ

パの銃を日本に伝えたのではなく、インドネシアなど東南アジアで調達した銃を日本に伝えた

ことを明らかにした（近年、宇田川氏は、『砲術書』に注目し、別の視角から鉄砲伝来につい

て考察している21）。この成果は、16世紀における日本とヨーロッパとの出会いを考える際に（東）

アジアを間に置いて考えるべきだとした朝尾直弘氏の提言22）とも重なり、倭寇の位置づけも

含め、大いに注目された。その後、村井章介氏が、中国の資料も含めた分析を行い、倭寇以外

のルートによる鉄砲伝来の可能性を指摘するとともに、1542年説を主張した23）。清水紘一氏は
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日欧資料を駆使した研究を行い、1542年説を述べた24）。一方、中島楽章氏はアジアに目を向け

た研究を進めた結果、1543年説を主張している25）。また、伊川健二氏は鉄砲伝来に関する日本・

アジア・ヨーロッパ諸資料の系譜を整理・追究した26）。このように全体として研究は深まって

いるが、論争もあり、いまだに統一した見解には至っていない27）。

（2）鉄砲伝来に関する高校日本史教科書の記述

この鉄砲伝来を含む16世紀半ばのヨーロッパとの出会いについて、「日本史Ｂ」の教科書では、

山川出版社の『新日本史　改訂版』（教科書記号・番号：日Ｂ315）が中世の終わりのところに

記している。ヨーロッパと勢力と日本の出会いを中世の終わりのところに記す教科書は、これ

までもいくつか見られた28）が、最新の「日本史探究」の教科書は７点すべて、近世の最初に

記している。その理由は、今回の学習指導要領が割と細かい指示をしていて、近世の最初にこ
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れを位置付けていること、そして執筆者が変わったことが考えられる29）。

次に鉄砲伝来の年次について。これについては前述の通り、日本側の史料「鉄炮記」が天文

12年（1543）とし、ヨーロッパの資料には1542年としているものがある。以前は、註などで

1542年説にふれている教科書がいくつか見られたものの、1543年としているものがほとんどで

あった。ところが、近年の研究成果を踏まえ、教科書本文で1542年説を記すものもでてきてい

る。そのあたりについて、2018年度から使用の「日本史Ｂ」の教科書８点の記述をまとめた表

３、最新の「日本史探究」の教科書７点の記述をまとめた表４を、見ることにしよう30）。
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表３によれば、「日本史Ｂ」の教科書８点のうち、本文で1543年としているものは６点（う

ち１点は1543年ころ。また註で1542年説にふれたものが２点）、本文で1542年としているもの

が２点（１点は「おそらく1542年」。２点とも註で1543年説を記述）ある。また、表４では、「日

本史探究」の教科書７点のうち、本文で1543年としているものが５点（このうち４点が註で

1542年説を記述）、本文で1542年とするものは１点（註で1543年説を記述）、本文では年を明記

せず、註で1543年説と1542年説を記しているのが１点である。「日本史Ｂ」から「日本史探究」

になって、本文の記述で1542年説を記すものは減ったが、註を合わせると、1542年説の記述が

増えていることがうかがえる。

続いて、鉄砲を伝えた船と人については、ほぼ中国船に乗ったポルトガル人となっており、

その中国船については倭寇の船など詳しく述べているものも多い。近年、鉄砲伝来について倭

寇を強調する見解も見られる31）。背景に倭寇の活動があることは確かだとしても、伝えた主体

はやはりポルトガル人と考えるべきであろう。

ともあれ、近年の「日本史Ｂ」、最新の「日本史探究」の教科書における1542年説の広がりは、

先に述べた研究の進展の結果といってよいであろう。

３　「惣無事令」について

「惣無事令」とは、豊臣秀吉が、戦国大名間の戦いを私戦として禁じ、裁定を豊臣政権に委

ねるよう命じたものとされる。その権限根拠は秀吉が関白となったことにあり、その背後に天

皇権威がある。

この「惣無事令」については、藤井讓治氏が2010年、研究動向をまとめたうえで、史料に即

した批判を行っている32）。そして「惣無事令」の教科書での記述についても、『詳説日本史』（山

川出版社）の例をあげ、述べている33）。ここでは、この藤井氏の成果を踏まえ、まず「惣無事

令」の研究動向を確認しつつ、高校日本史教科書における「惣無事令」記述を、他の教科書会

社の教科書も含め、見ることにする。

（1）「惣無事令」に関する研究動向34）

「惣無事令」は、藤木久志氏が1978年に発表した論文を嚆矢とし、その後関連する成果を次々

に発表し、それらを著書『豊臣平和令と戦国社会』にまとめた35）。同書は、それまでの「明る

い中世から暗い近世へ」・「自由な中世から不自由な（制約・統制の強い）近世へ」という見方

に対して、「惣無事令」を豊臣政権の政策基調とし、「自力で過酷な中世の世界から平和で秩序

ある近世の世界へ」という道筋のなかに、大名間の私戦禁止（狭義の「惣無事令」）、村落間争

論の禁止（喧嘩停止令）、民衆の平和（刀狩令）、海の平和を目指す海賊停止（取締）令を位置

づけ、全体で「豊臣平和令」（広義の「惣無事令」）と考えたのである（「」の文は筆者のまとめ）。

歴史研究の進展と高校日本史教科書の記述
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この藤木説は、豊臣政権に関する見方についても大きく変更を迫るものであった。それまで

豊臣政権は、「検地の竿」と「鉄砲」という２つの強力な武器で天下を統一し36）、朝鮮侵略まで行っ

たという「武」・「力ずく」のイメージで語られることが多かったが、それを「平和」ととらえ

る見方は、それがいわゆる「豊臣の平和」（豊臣の力のもとに成り立つ平和）を意味するもの

であっても、違和感をもたれた。それでも、この「惣無事令」は学界のなかでそれなりに評価

され、後述の通り、高校日本史の教科書にも登場するようになった。

しかし、藤木氏の「惣無事令」については、その後実証面を含めた批判が出ている。藤木氏

が最初に注目した、年が記されていない「十二月三日」付けの秀吉直書（戦国時代や織豊期は

年が記されていない史料が少なくない）をめぐって、藤木氏が推定した天正15年（1583）は誤っ

ており、天正14年（1582）ではないかとする説が出た。また藤木氏が天正14年（1582）と考えた、

こちらも年が記されていない「四月十九日」付けの秀吉直書についても、政治状況を踏まえる

と、天正11年（1579）ではないかという説が出された。それらを踏まえ、藤井讓治氏は、藤木

氏が「惣無事令」としたものは、秀吉の政策基調による法令ではなく、個別案件に関する関係

者（紛争当事者ではない）への指示であり、また地域性（東国）を踏まえて出されたものとし、

「惣無事令」はなかったと結論づけた。そして、「惣無事」という史料用語に基づく、秀吉の天

下統一の過程のなかでの再解釈、豊臣政権の歴史的位置の解明を今後の課題としてあげている。

（2）「惣無事令」に関する高校日本史教科書の記述

「惣無事令」の高校日本史教科書への掲載については、2006年に三鬼清一郎氏が批判的に取

り上げ37）、その後藤井讓治氏が2020年の著書で、『詳説日本史』（山川出版社）を題材に、最初

に登場した1997年版、2006年版、2012年版（藤井氏は検定年度で記述）の教科書記述を紹介し

ながら、内容に変化があることも指摘している38）。では、ほかの教科書ではどうだろうか。

まず、その目安として、前述の『日本史用語集』（山川出版社）を見てみよう（表５）。

これによれば、平成６年（1994）の教科書19点のうち９点に「惣無事令」（ほかに「関東惣

無事令」が２点・「関東・奥惣無事令」が１点）が登場している。実際あらためて、『詳説日本

史』を見てみると、藤井氏が最初に登場したと指摘した1997年版の前の版（教科書記号・番号：

日Ｂ519。1993年検定・1994～98年に使用）にも、「惣無事」は登場する（p.155。藤井氏の引

用した1997年版は、この1993年版の改訂版であり、記述も同じ）。それでは、それ以前の教科
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書にはまったく登場しないのだろうか。実は、教科書図書館などで現物調査したところ、最も

早く掲載されているのは、三省堂の『詳解日本史』（日史047。平成元年（1989）検定。平成２

年（1990）年発行）である。著作者から推測すると、池上裕子氏・伊藤喜良氏、あるいは深谷

克己氏あたりがいち早く教科書に取り入れたのではないかと思う。以下、引用する（pp.123～

124）。

（前後略）四国に支配権をおよぼした。さらに朝廷に接近して関白に任じられ、翌年（1584

年：報告者補足）太政大臣となり豊臣の姓をあたえられた。秀吉はこの地位を利用して戦

国大名間の戦いを私戦として禁止し、太平の世を実現するという大義名分のもとに各地に

停戦命令（惣無事令）を発して全国をおさえた。

さらに、同書には、多賀谷修理進あての十二月三日付（同書では1587年に比定）の秀吉直書

を「惣無事令」として史料引用までしているのである。これがその当時、話題になったかは知

らないが、執筆者の積極性が感じられる。なお、同書の指導資料39）（教師用指導書）にはさら

に「＜歴史像をふかめよう＞惣無事令」という丁寧な解説があり、参考となる本として、藤木

久志『日本の歴史15』（小学館、1975年）、藤木久志『豊臣平和令と戦国社会』（東京大学出版会、

1985年）があがっている。

この教科書を最初に、表５にみられるように、1994年使用の教科書では半分くらいに、1999

年使用の教科書ではすべてに「惣無事令」が登場した。しかも教科書での扱いは「太字」が多い。

もう１点、「惣無事令」を「歴史のまど」というコラムの形で大きく取り上げたものとして、

実教出版の『高校日本史Ｂ』（日Ｂ556。平成６年（1994）検定。平成７年（1995）発行）を紹

介しよう（p.94）。

秀吉の惣無事令　（前略）1585（天正13）年、秀吉は、九州で交戦中の島津・大友・毛利

の３大名に対して命令をくだした。「わたしは、奥州のはてまで天下統一すべき勅命を受

けている。九州での戦国大名間の領土争いは、追って裁判により解決するから、停戦せよ。

この天皇の命令を拒否するものは成敗する」

この秀吉の停戦令「惣無事令」を受け入れなかった島津氏は討伐され、1587（天正15）年、

九州が平定された。1590（天正18）年の北関東の領土争いでも、秀吉の停戦令を無視した

北条氏が滅ぼされ、関東・東北が平定され、秀吉の全国統一が実現した。

この教科書にはさらに、註で惣無事令の補足説明があり、また同書の指導資料でも、「近年

関白に就任した秀吉による惣無事令の発令が明らかになり、豊臣政権のとらえなおしが進んで

いる」ことの指摘、秀吉の８年での全国統一実現の背景に「伝統的な公権を利用しつつ、戦乱

の時代を終わらせる平和」の道の提示があったことをあげ、さらに「学会（ママ）の争点」と

して、「豊臣平和令をめぐって」とする近年の議論を解説している40）。

では、藤井讓治氏をはじめ「惣無事令」に疑義が出されて以降の高校日本史教科書の記述は

どうなっているだろうか41）。

歴史研究の進展と高校日本史教科書の記述
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2018年以降使用の「日本史Ｂ」の教科書８点をあらためて見ると、天皇の命令・私戦禁止・

停戦などの記述はあるが、「惣無事令」が太字になっているものはわずか３点（日Ｂ302明成社、

日Ｂ311実教出版、日Ｂ315山川出版社）で、「惣無事令」という語句が登場しないもの２点（日

Ｂ310東京書籍、日Ｂ313清水書院）、本文には登場するが太字ではないもの１点（日Ｂ312実教

出版）、註で登場するものが２点（日Ｂ309山川出版社、日Ｂ314山川出版社）である。

さらに最新の「日本史探究」の教科書7点についてみると、やはり天皇の命令・私戦禁止・

停戦などの記述はあるものの、「惣無事令」という語句が登場しないものが４点（日探701東京

書籍、日探704清水書院、日探705山川出版社、日探706山川出版社）、註で登場するもの２点（日

探702実教出版、日探703実教出版）、「惣無事」としているもの１点（日探707第一学習社）と、

ほとんど見られなくなってしまった。

まさに研究状況が教科書に反映した結果といえそうである。

４　江戸時代の天皇・朝廷について

（1）江戸時代の天皇・朝廷に関する研究動向42）

近世の天皇・朝廷については、他の時代に比べ、政治的・文化的に目立った動きがないと思

われていたこともあり、戦後～1960年代頃まではあまり研究が見られなかった。しかし、教科

書検定における「江戸時代の天皇は「君主」である」という指摘43）、幕藩制国家論のなか天皇

の役割を考える必要性から、1970年代頃から研究が徐々に進められた。

まずは江戸幕府と朝廷の関係（朝幕関係）に関する研究が深められ44）、さらに朝廷の内部構

造などについても研究が進められた45）。その成果をわかりやすくまとめた本も、近年いくつか

出版され46）、史料の公開・刊行とあいまって47）、江戸時代の天皇・朝廷研究は現在最も研究が

盛んな分野といっても過言ではない。ただし、江戸時代の天皇・朝廷について文化面の研究は、

それほど活発ではないと筆者は考えている。

（2）江戸時代の天皇・朝廷に関する高校日本史教科書の記述

では次に、江戸時代の天皇・朝廷に関する教科書記述について見ることにする。ここでもま

ずは、前述の『日本史用語集』（山川出版社）から、江戸時代の天皇・朝廷の事項に関する教

科書頻度を見ることにする（表６）。

まず、江戸初期の３項目の制度について見ると、「禁中並公家諸法度」は早くから知られて

おり、ほとんどの教科書に登場しているが、「武家伝奏」や「禁裏御料」は、研究の進展に応

じて、掲載教科書が増えている。江戸時代前期の事項については、後水尾天皇でさえ、昭和40

年（1960）では、それほど多くの教科書に登場していなかったが、近年ではほとんどの教科書

に登場している。これも研究の深化によるものであろう。
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前期でほかに多いのは、桂離宮（それを造りはじめたのが八条宮智仁親王）である。しかし、

過去の教科書での取り扱いを見ていくと、桂離宮は、以前は桃山文化のなかで（その展開とし

て）扱われており、その後元禄文化のなかで（前段階の状況として）描かれてきており、さら

にその後は江戸初期の文化として独立して登場している48）。これは、林屋辰三郎氏・熊倉功夫

氏らが提起した「寛永文化論」の反映（学説の定着などによるもの）といえよう49）。

次に、近世中期の天皇はほとんど教科書に登場しない。現在の皇室にもつながる閑院宮家の

設立、尊王思想と関わる宝暦事件・明和事件などは頻度が大きい。そして近年注目されている

のが光格天皇である。父親である典仁親王に太上天皇（上皇）を与えたいと幕府に強く申し入

れたこと（尊号一（事）件）、天明の飢饉における京都での対応について幕府に救済の意見を

述べたこと、天明の大火後の御所の古式での造営など、朝廷権威の上昇に関する積極的な動き

が解明された50）ことによって、関連する事項も含め、教科書への登場頻度が上昇している。

幕末については、孝明天皇・皇女和宮・尊王攘夷論、公武合体（論）など、早い時期から多
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くの教科書に登場している。幕末の天皇の上昇は、早くから知られていたことだからであろう。

以上、簡単ながら、江戸時代の天皇・朝廷関係事項の教科書への登場頻度が、研究の進展に

よって増加してきていることが確認できた。

おわりに

本稿では、歴史研究の進展のなかで、教科書記述がどう変わってきたかについて、最初に第

二次世界大戦後の教科としての高校「日本史」の変遷をみたうえで、鉄砲伝来、豊臣「惣無事令」、

江戸時代の天皇・朝廷を事例に分析してきた。教科書は基本的には学習指導要領を踏まえて執

筆されているが、学習指導要領も研究の進展を踏まえている点、そして社会状況を反映してい

る点がある。教科書記述の在り方と変化については、全体的には研究動向を反映していること、

そのなかで、執筆者の研究動向や研究成果の理解により、新たな見解の取り入れ方、記述の仕

方に違いが生じていると推察した。最後に、現場の教師も教科書記述の背景にある研究動向を

押さえてほしいということを述べ、本稿のむすびとしたい。
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16）文部省「高等学校学習指導要領（平成15年４月施行）」（https://erid.nier.go.jp/fi les/COFS/h10h/

index.htm）。平成15年（2003）年・平成18年（2006）に一部改正している。
17）文部科学省「平成20,21年改訂 学習指導要領,解説等」（https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11473033/

www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/youryou/index.htm）など。
18）最新の学習指導要領については、文部科学省「学習指導要領」（https://www.mext.go.jp/a_menu/

shotou/new-cs/1383986.htm）参照。
19）以下は、宇田川武久『真説 鉄砲伝来』（平凡社新書、2006年）、同「鉄砲伝来の実像」（国立歴史民俗

博物館・宇田川武久編『鉄砲伝来の日本史―火縄銃からライフルまで―』＜歴博フォーラム＞吉川弘
文館、2007年）など参照。先駆的な研究としては、長沼賢海氏・有馬成甫氏・所荘吉氏などによるも
のがある。

20）宇田川武久『鉄砲伝来－兵器が語る近世の誕生－』（中公新書、1990年。講談社学術文庫として2013
年に刊行）、洞富雄『鉄炮―伝来とその影響―』（思文閣出版、1991年）、葉山禎作「鉄砲の伝来とそ
の波紋」（同編『生産の技術』＜日本の近世４＞中央公論新社、1992年）など。

21）宇田川武久前掲（註19）著書・論文など。
22）朝尾直弘「鎖国制の成立」（同『将軍権力の創出』岩波書店、1994年。著作集第３巻、岩波書店、2004年。

初出、1970年）、同『鎖国』＜日本の歴史17＞（小学館、1975年。著作集第４巻、岩波書店、2004年）
など。

23）村井章介「鉄砲伝来再考」（同『日本中世境界史論』岩波書店、2013年。初出1997年）

歴史研究の進展と高校日本史教科書の記述
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24）清水紘一『日欧交渉の起源―鉄砲伝来とザビエルの日本開教－』（岩田書院、2009年）の第２部に収
録された諸論文（初出は2006年）

25）中島楽章「鉄砲伝来と倭寇」（荒野泰典他編『地球的世界の成立』＜日本の対外関係５＞吉川弘文館、
2013年）

26）伊川健二「鉄砲伝来の史料と論点（上・下）」（『銃砲史研究』361・362、2008・09年）、同「鉄砲伝来
伝説の系譜」（宇田川武久編『日本銃砲の歴史と技術』雄山閣、2013年）。

27）村井章介「鉄砲伝来研究の現在」（村井章介前掲（註23）著書、収録）、宇田川武久「ふたたび鉄炮伝
来論―村井章介氏の批判に応える―」（『国立歴史民俗博物館研究報告』190、2015年）、村井章介「鉄
砲伝来と倭寇勢力―宇田川武久氏との討論―」（『国立歴史民俗博物館研究報告』201、2016年）など。
なお、関周一「鉄砲の生産技術の伝来」（同『中世の唐物と伝来技術』吉川弘文館、2015年）は、鉄
砲製造の技術や材料にも注目した検討を行っている。

28）たとえば自由書房の教科書日Ｂ521（平成5年（1993）年検定）、同日Ｂ563（平成6年（1994）検定）、
後者を受け継いだ桐原書店の日Ｂ563、桐原書店の別の教科書の日Ｂ587（平成9年（1997）検定）、日
Ｂ011（平成15年（2003）検定）などが、中世の終わりに、ヨーロッパ人との出会い（鉄砲伝来・キ
リスト教伝来）を載せている。

29）新日本史（山川出版社）は、平成15年（2003）検定のものより、中世が久留島典子氏・近世が藤田覚
氏の執筆となり、この時からずっと（日Ｂ010、日Ｂ018、日Ｂ307、日Ｂ315）、ヨーロッパとの出会
いについては中世の終わりに、また鉄砲伝来の年次も、村井章介氏らの研究を取り入れ、「おそらく
1542年」と本文に記している。なお、久留島氏も藤田氏も最新の「日本史探究」の教科書は執筆して
いないようである。

30）ここでの主な参考資料は、註３にあげたものである。（https://erid.nier.go.jp/fi les/COFS/s23h/s23h.
htm）

31）宇田川武久前掲（註19・註27）の著書・論文など。
32）藤井讓治「「惣無事」はあれど、「惣無事令」はなし」（『史林』93-3、2010年。のち、同『近世初期政

治史研究』（岩波書店、2022年）に収録）
33）藤井讓治「「惣無事令」はなかった」（同『天下人秀吉の時代』＜日本歴史　私の最新講義＞（敬文舎、

2020年）の第四講の「はじめに」（pp.104・105））
34）この（１）は、藤井讓治前掲（註33）「「惣無事令」はなかった」に大きく依拠している。そのなかで

も紹介されている、行論に関わる論文を、収録された著書を中心にあげる。
・立花京子「秀吉の天下静謐令」（『戦国史研究』25，1993年）
・粟野俊之『織豊政権と東国大名』（吉川弘文館、2001年）
・藤田達生『日本近世国家成立史の研究』（校倉書房、2001年）
・小林清治『奥羽仕置と豊臣政権』（吉川弘文館、2003年）
・竹井英文『織豊政権と東国社会―「惣無事令」論を越えて―』（吉川弘文館、2012年）
・戸谷穂高『東国の政治秩序と豊臣政権』（吉川弘文館、2023年）
このように藤木氏の「惣無事令」に関わるものは、著書だけでも沢山あり、本来はそれぞれにコメン
トを付して紹介すべきかもしれないが、本稿のねらいは必ずしもそこにはない。査読でいただいた網
野善彦氏の中世史や社会史、朝尾直弘「豊臣政権論」（朝尾前掲（註22）『将軍権力の創出』所収。初
出1963年）との関係なども含め、将来の検討課題としたい。
なお、筆者の豊臣「惣無事令」に関わる論稿として次のものがある。

「豊臣政権と奥羽の領主―中小領主の動向を中心に―」（『歴史』76、1991年）

若　松　正　志
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「戸沢氏関係史料のなかの豊臣惣無事令」（『東北近世史』18、1993年）
35）藤木氏の「惣無事令」に関する成果は、著書『豊臣平和令と戦国社会』（東京大学出版会、1985年）

にほぼ収録されている。同書刊行後のものとしては、「東国惣無事令の初令」（『かみくいむし』60、
1986年）やいくつかの辞書への記載がある。また、藤木氏が亡くなった後、氏の業績を紹介・検討し
たものとして、稲葉継陽・清水克行編『村と民衆の戦国史　藤木久志の歴史学』＜アジア遊学276＞（勉
誠出版、2022年）が出版された。

36）このフレーズは、山口啓二「豊臣政権の構造」（同『幕藩制成立史の研究』校倉書房、1974年、ｐ.41。初出、
1964年）に登場し、「際限なき軍役」などとともに、豊臣政権の特徴を示す言葉として位置づけられ
てきた（「豊臣秀吉」（『改訂新版　世界大百科事典』平凡社、コトバンク（https://kotobank.jp/）（三
鬼清一郎氏執筆）など。

37）三鬼清一郎「「惣無事」令について」（『日本史の研究』212、2006年。同『豊臣政権の法と朝鮮出兵』
青史出版、2012年、収録）。著書で加筆された補注（pp.345～348）では、藤井前掲（註32）論文にも
ふれつつ、「惣無事令」を教科書に載せることについてあらためて批判している。なお、三鬼氏は「惣
無事令」についての 史料的批判を早くから行っている（「藤木久志著『豊臣平和令と戦国社会』」（書
評と紹介）（『日本史研究』280、1985年）

38）藤井讓治前掲（註33）論文。
39）青木美智男・深谷克己ほか『詳解日本史　指導資料』（三省堂、1990年）。池上裕子氏・伊藤喜良氏・

深谷克己氏など、教科書執筆者がこの指導資料を書いている。筆者は教科書図書館所蔵のものを利用
した。

40）（代表）宮原武夫・石山久男『高校日本史Ｂ　指導資料』（実教出版、1996年）pp.164～166。豊臣政
権研究者では北島万次氏が名を連ねているが、藤木氏とは意見が大きく異なるように思うので、直接
の執筆は別の方かもしれない。この資料も、教科書図書館所蔵のものを利用した。

41）以下の記述は、『日本史用語集』の頻度と若干の齟齬があるが、実際の教科書を見ての分析である。 
42）近世の天皇・朝廷の研究動向をまとめたものとして、久保貴子『近世の朝廷運営―朝幕関係の展開―』

（岩田書院、1998年）の序章、田中暁龍『近世前期朝幕関係の研究』（吉川弘文館、2011年）の序章、
山口和夫『近世日本政治史と朝廷』（吉川弘文館、2018年）の序章などを参照。

43）この点は、家永教科書訴訟で論点になった。落合延孝「歴史教科書における天皇の叙述」（『歴史評論』
314、1976年）、三鬼清一郎「江戸時代の天皇の地位」（安在邦夫・加藤友康・三宅明正・安田浩編『法
廷に立つ歴史学』大月書店、1993年）など参照。なお、山口和夫前掲（註42）著書の序章も参照。

44）久保貴子前掲（註42）著書、田中暁龍前掲（註42）著書、村和明『近世の朝廷制度と朝幕関係』（東
京大学出版会、2013年）など。

45）松澤克行「近世の公家社会」（『岩波講座日本歴史』12<近世３>岩波書店、2014年）、高埜利彦編『朝
廷をとりまく人びと』<身分的周縁と近世社会８>（吉川弘文館、2007年）など。

46）高埜利彦『江戸幕府と朝廷』＜日本史リブレット＞（山川出版社、2001年）、藤井讓治『天皇と天下人』
＜天皇の歴史５＞（講談社、2011年。講談社学術文庫、2018年）、藤田覚『幕末の天皇』（講談社選書
メチエ、1994年。講談社学術文庫、2013年）、藤田覚『江戸時代の天皇』＜天皇の歴史６＞（講談社、
2011年。講談社学術文庫、2018年）など。

47）『天皇皇族実録』全136巻（ゆまに書房、2005～17年）、『四親王家実録』全57巻（ゆまに書房、2015～
20年）など。前者の近世の部分は、東京大学史料編纂所の近世編年データベースで検索・閲覧できる。

48）たとえば、『詳説日本史』（山川出版社）で桂離宮は、昭和35年（1960）度から使用の高社10-1090で
は桃山文化のなかで、昭和40年（1965）度から使用の日史014や昭和53年（1978）度から使用の日史
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404では元禄文化のなかで、昭和56年（1981）度から使用の日史433以降は江戸初期の文化のなかで扱
われている。

49）林屋辰三郎「寛永文化論」（同『中世文化の基調』岩波書店、1953年）、 熊倉功夫『後水尾院』（朝日新聞社、
のち『後水尾天皇』と改題して、岩波現代ライブラリー、1994年。さらに、中公文庫、2010年）。同

『寛永文化の研究』（吉川弘文館、1988年。増補・再編集したものとして、同著作集第５巻（思文閣出
版2017年））。冷泉為人監修、岡佳子・岩間香編『寛永文化のネットワーク－『隔蓂記』の世界－』（思
文閣出版、1998年）など。

50）藤田覚前掲（註46）『幕末の天皇』、同『光格天皇』<ミネルヴァ日本評伝選>（ミネルヴァ書房、2018年）
など。

（付記）

調査にあたっては、公益財団法人教科書研究センターの教科書図書館に特にお世話になった。

記して謝意を表したい。

本稿脱稿後、本学日本文化研究所の月例研究会で報告の機会を得、ご意見をいただくことが

できた。査読での意見も含め、可能な範囲で、加筆・修正を行った。

本稿は科学研究費補助金基盤研究（C）23K00827「近世朝廷の文化活動と交流に関する基礎

的研究」（代表者：若松正志）の成果の一部である。
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